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まず決算の概況でございます。14年度は5期連続の増収、3期振りの減益となりまし
た。 
 

まず、売上高合計は、ガス販売量の増加および原料費調整に伴う単価増による都
市ガス売上の増加、更には販売量増・単価増による、電力やLNG販売売上の増等
により前期比8.5%、1,804億円の増収となり、2兆2,925億円となりました。 
一方、営業費用は、数量増および円安影響による都市ガス原材料費の増加、販売
量増および燃料単価増による電力燃料費増加等により、9.0%・1,747億円増の2兆
1,207億円となりました。 
この結果、営業利益は対前期比3.4%・57億円増の1,717億円、経常利益は5.4%、
85億円増の1,681億円となりました。 
 
また、4月10日に発表させていただいた通り、海外事業において減損損失を計上し
たこと等により、当期純利益は11.6%、126億円減の958億円となりました。 
 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、前期164億円の過回収から114
億円増加し、 
今期278億円の過回収となりました。 
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続きまして、ガス販売量についてご説明いたします。 

全体では対前期比5.5%、8億6百万ｍ3増の155億4千1百万ｍ3となりました。 

家庭用は、お客さま件数の増加による需要増等により0.9%増の34億8千2百万ｍ3

となりました。 

業務用は、上期は気温が低く推移し、下期は気温が高く推移した影響による空調
需要減等により、 

3.3%減の27億5千万ｍ3となりました。 

工業用は、鹿島地区を中心とする発電用需要増等により12.5%増の72億3千5百万
m3となりました。 

卸供給は、供給先事業者の需要増等により、3.3%増の20億7千4百万ｍ3となりまし
た。 
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4ページでは販売量には計上されない、トーリングによるガス使用量をお示ししてい
ます。 

ガス販売量とトーリングによるガス使用量を合計した実質ガス販売量は、9億6千5百
万m3、5.9%増加しております。 

 



次に各セグメント別の実績についてご説明いたします。 

5ページでは、セグメント別に14年度の売上高、営業損益を、前期との比較で記載
しています。 

都市ガスおよびその他セグメントの営業利益が増加したことにより全体として増益と
なっておりますが、その理由について、次のページでご説明いたします。 



6ページでは、各セグメントの営業利益増減について説明しております。 

都市ガスセグメントはスライドタイムラグ改善効果114億円、年金数理差異償却の改
善等の増益要因があった一方で、13年12月に実施いたしました料金改定影響155

億円があったこと等から45億円の増益となりました。 

器具及びガス工事セグメントの46億円の減益は、器具メンテナンス引当を実施した
こと等が主な理由であります。 

その他エネルギーセグメントのうち電力事業は、販売量が増加したものの、燃料費
が上昇したことから20億円の営業減益となっております。 

その他セグメントのうち海外事業につきましては、プルートプロジェクトの利益が増
加した事等から79億円の大幅営業増益となっております。 



7ページにはキャッシュフローの使途を記載しておりますので、ご覧下さい。 



8ページで、14年度の株主還元についてお話しいたします。 

 

期末配当金は1株当たり5円00銭とし、年間予定10円は変更ありません。 

配当につきましては、「減配をせず、利益水準にあわせ長期にわたりステップバイス
テップで増額していく」方針を堅持してまいります。 

また、株主の皆さまへの連結総分配性向6割という基本方針に基づき、配当244億
円に加えて340億円・5千万株をそれぞれ上限とする自社株取得を15年度中に実
施します。これにより、配当支払いと自社株取得を加えた株主総分配性向は、
60.9%となる予定です。 

なお、取得した自社株は速やかに消却する予定です。 
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次に15年度の通期見通しについてご説明いたします。 
今年度は対前期で減収となりますが純利益では増益と見通しております。なお、経済フレ
ームは、原油価格を1バレル60ドル、為替レートを1ドル120円としております。 
ガス販売量につきましては、気温影響および需要家件数増により家庭用の販売量増等に
より、0.2%増と見通しております。内訳は後程ご説明いたします。 
売上高は対前期17.6%、4,035億円減の1兆8,890億円と見通しております。これは主として、
原料費調整制度による販売単価の減等による都市ガス事業の減収によるものです。 
 
営業費用は対前期17.5%、3,717億円減の 
1兆7,490億円を見通しております。これは主として、原油価格の下落等により、都市ガス原
材料費が3,364億円減少することによるものです。 
この結果、営業利益は対前期18.5%、317億円減の1,400億円、経常利益は対前期20.3%､
341億円減の1,340億円を見通しております。 
当期純利益につきましては、前期に減損損失309億円があったこと等により、対前期5.4%、
52億円増の1,010億円を見通しております。 
 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、前期278億円の過回収から今期225億
円の過回収になると見込んでおります。 
スライドタイムラグはあくまで予想値であり今後も変動が予想され、各四半期決算発表時点
で最新の見通しにアップデイトしてまいります。 
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続きまして、ガス販売量の用途別内訳についてご説明いたします。 

まず気温ですが、過去10年平均を取って前期より0.2℃低い15.8℃を今期の平均
気温として設定しております。 

家庭用では、気温影響による5千6百万m3の増加要因、新設件数好調に伴うお客
さま件数増による4千6百万m3の増加要因、お客様1件当たり使用量の減等による5

千9百万ｍ3の減少要因があり、これらを合わせて対前期5千3百万m3の増加を見
込んでおります。 

業務用では、省エネ傾向の定着化を織り込み、対前期3千7百万m3の減少を見込
んでおります。 

工業用では、電力需給の緩和を想定して発電需要が減少する事等から3千7百万
m3の減少となっております。 

卸供給では、卸先の新規需要開拓等から5千1百万m3の増加を見込んでおります。 
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12ページでは販売量には計上されない、トーリングによるガス使用量をお示しして
います。 

ガス販売量とトーリングによるガス使用量を合計した実質ガス販売量は、 

対前期7千9百万m3減少する見込みです。 



次に各セグメント別の営業利益見通しについてご説明いたします。 

13ページでは、セグメント別に15年度の売上高、営業損益見通しを、前年度との比
較で記載しています。全セグメントで営業減益の見通しとなっております。 

主なセグメントの営業利益増減については、次のページでご説明いたします。 



都市ガスセグメント44億円の減益は、販売量増加による粗利増12億円の増益要因
があるものの、スライドタイムラグ悪化53億円等によるものです。 

器具工事セグメントは新設件数減等に伴い、15億円の減益を見込んでおります。 

その他エネルギーセグメントのうち電力事業は、小売り参入に向けた先行費用投入
や需給緩和に伴う販売単価減少等から169億円の大幅減益を見込んでおります。 

LNG販売については、販売量増および原料費減等により、18億円の増益を見込ん
でおります。 

その他セグメントのうち海外事業については油価下落によりプルートの収益が減少
する他、TGアメリカやTGアジア等海外事務所の経費が嵩む事等から103億円の大
幅減益を見込んでおります。 



2015年度のキャッシュフローの使途について15ページでお示ししております。 



16ページには連結ベースの主要計数を掲載しております。詳細な説明は省略させ
ていただきますが、ROEは14年度実績で9.2%、15年度は9.3%を見込んでおります。 

 

以上で、ご説明を終わりにします。 

ご清聴ありがとうございました。 

以 上 
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